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監査事務所検査における監査事務所検査における
最近の指摘事例について最近の指摘事例について

～「監査事務所検査結果事例集（令和５事務年度版）」のポイント～～「監査事務所検査結果事例集（令和５事務年度版）」のポイント～

公認会計士・監査審査会事務局�審査検査課長　八木原 栄二

  はじめに

��公認会計士・監査審査会（以下「審査会」とい
う。）は、平成16年４月の発足以降、公益の確
保及び投資者保護の観点から、我が国における
監査の品質の確保・向上のために監査事務所
（監査法人又は公認会計士）に対する検査を実施
してきた。
��審査会検査における指摘事例や評価できる取
組については、審査会としての監査の期待水準
を提示し、監査事務所による監査の品質の確
保・向上に向けた自主的な取組を促すとともに、
上場会社等の取締役・監査役等や投資者等の市
場参加者に対する参考情報を提供することを目
的に、「監査事務所検査結果事例集」として年
次で取りまとめ、公表している。
��去る７月14日に公表した令和５事務年度版
の監査事務所検査結果事例集（以下「本事例集」
という。）では、最新の事例に入れ替えるととも
に、特に中小規模監査事務所における改善に資
するよう評価できる取組の事例を充実してい
る。
��なお、審査会のモニタリング活動を通じて入
手した情報は、「令和５年版モニタリングレポー
ト」として取りまとめ、本事例集と併せて審査

会ウェブサイトに掲載しているので、参照され
たい。

  本事例集の構成及び特徴

��本事例集は、「Ⅰ．業務管理態勢編（根本原因
の究明）」、「Ⅱ．品質管理態勢編」、「Ⅲ．個別
監査業務編」及び「Ⅳ．その他」の４項目から
構成されており、ⅠからⅢの各項目については、
監査事務所はその規模（人員、業務数等）によっ
て運営状況が大きく異なることから、監査事務
所の規模別に記載している。
��「Ⅰ．業務管理態勢編（根本原因の究明）」では、

根本原因究明の重要性に鑑み、審査会の実施し
た根本原因の究明及び根本原因の事例を充実さ
せている。
��「Ⅱ．品質管理態勢編」では、品質管理態勢
の問題点に係る事例を充実させたほか、「品質
管理業務の実施」において、数多く指摘されて
いる項目に係る根拠規定及び留意点を一覧表に
まとめて掲載している。
��「Ⅲ．個別監査業務編」では、上場会社や海
外グループ会社での不正会計の問題の発生が引
き続き注目されている状況に鑑み、「１．財務
諸表監査における不正」、「４．会計上の見積り
の監査」及び「５．グループ監査」等において、
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指摘事例や留意点などの記載を充実させてい
る。

  具体的な事例

��本稿では、紙幅の関係から一部の事例の紹介
となるが、文中のコメント部分においては、筆
者の私見が含まれていることを申し添える。
��（注）�「大手監査法人」は、上場会社を概ね100社以
上被監査会社として有し、かつ常勤の監査実
施者が1,000名以上のいわゆる４大監査法人を
指す。「準大手監査法人」は、４大監査法人に
準ずる規模の５法人を指す。「中小規模監査事
務所」は、大手監査法人及び準大手監査法人
以外の監査事務所を指す。

  Ⅰ．業務管理態勢編（根本原因の究明）
��検査において検証する範囲は限定的であるた

め、検査で発見された不備と根本原因を同じく
する未発見の不備が、検証されていない部分に

存在する可能性は高い。また、不備発生の直接
的な原因のみを考慮して個々の改善策を実施し
たとしても、その効果は一時的なものとなり、
再度同様の不備が発生することとなる。もちろ
ん、喫緊に改善を要する場合もあるが、対症療
法的な改善策に終始している場合には、改善策
が累積し、監査現場に負担をかけ、かえって効
果的・効率的な監査業務の妨げとなる場合も少
なくない。したがって、各監査事務所において
改善策を策定する際には、不備の根本原因の究
明の重要性を認識し、本質的な品質管理の向上
に努める必要がある。
��根本原因の究明においては、まず、個々の不
備の直接的な原因を的確に把握することが重要
である。その際、不備発生の直接的な原因を、
監査実施者個人の知識や意識、経験だけに帰す
るのではなく、監査チームの状況や被監査会社

 【図表１】不備と根本原因の究明（参考イメージ） 

トップの意識、経営方針、風土・文化等

業務管理態勢（組織・ガバナンス等）

品管トップの意識等

品質管理態勢の不備の共通原因

業務管理態勢
の不備

個別監査業務の不備の共通原因
（意識・知識・リソース等）

個々の不備 個々の不備

個別監査業務の固有の原因

品質管理態勢
の不備

品質管理態勢
の不備

固有の原因

根本原因になる
ことが多い

根本原因になる
こともある

品質管理態勢
の不備

品質管理態勢の
固有の原因

個々の不備

固有の原因 固有の原因

固有の原因
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の業況等も十分に理解した上で把握する必要が
ある。なお、直接的な原因には、個々の不備に
対して識別される「固有の原因」と、識別した
固有の原因が複数の不備に共通する「共通原因」
があり、共通原因が生じた原因を更に検討する
ことで根本原因の究明につながることが多い。
これまでの検査において、不備の根本原因と
して挙げられる問題点は、トップの意識や経営
方針、ガバナンス態勢、組織風土といった業務
管理態勢に係るものであることが多いため、各
監査事務所においては、業務管理態勢の実効性
には特に留意する必要がある。なお、品質管理
担当責任者の意識など、品質管理態勢に係るも
のが根本原因となることもある（図表１参照）。
根本原因の究明の事例には次のようなものが
ある。
〈大手監査法人における事例〉
当監査法人においては、検証対象とした個別
監査業務の一部に、重要な不備を含む複数の不
備が認められた。
これらの不備の直接的な原因は、業務執行社
員及び監査補助者が、会計上の見積りに関する
会計処理の適時性について、経営者の主張に対
する批判的な検討を十分に実施していないこと
や重要な虚偽表示リスクが相対的に低いと判断
した領域について、リスクの水準に適合した監
査手続が実施されているか検討する必要性を十
分に認識していなかったことにあった。また、
監査の品質改善施策を主導する品質管理本部は、
リスクが生じている監査チームに対する組織的
なサポートの実施に当たり、改善施策の実施者
である各監査事業部の品質管理担当社員に実施
すべき手続の範囲や水準を明示していないほか、
監査現場において改善効果を発揮しているかを
十分に確認していないなど、品質管理本部及び
改善施策の実施者間での十分な連携が実施され
ないままとなっていたという品質管理態勢の不

備の共通原因が認められた。
このような状況を踏まえ、更に根本原因を追
究した結果、経営執行部は、品質管理本部と改
善施策の実施者とが、改善施策の本来の趣旨・
目的に沿った運用及び監査現場での改善効果の
発揮に向けて、緊密に連携しているかを確認す
る必要性を十分に認識していなかったという品
質管理態勢に根本原因が認められた。
〈準大手監査法人における事例〉
当監査法人においては、検証対象とした個別
監査業務の一部に、重要な不備を含む複数の不
備が認められた。
これらの不備の直接的な原因は、監査におけ
る前年踏襲の意識や経営者の主張を批判的に検
討する職業的懐疑心の不足などにあった。また、
品質管理担当部門の人員や関与度合いが監査業
務の拡大に比較して十分でないことから不備を
検出・是正できていないことを、品質管理担当
責任者が認識していない、といった品質管理態
勢に係る不備も認められた。
このような状況を踏まえ、更に根本原因を追
究した結果、最高経営責任者は、業容を拡大さ
せている中、本部組織が人員配置の十分性を検
討できていない状況を把握しておらず、本部組
織の機能強化や品質管理態勢の改善は、本部の
各責任者に任せておけば適切に実施されると考
えているなど、品質管理態勢の十分性や実効性
を最高経営責任者が自ら検証する意識が不足し
ているという業務管理態勢に根本原因が認めら
れた。
〈中小規模監査事務所における事例〉
当監査事務所においては、品質管理態勢に不
備が認められたほか、検証対象とした個別監査
業務においても重要な不備を含む多数の不備が
認められた。
個別監査業務の不備は、業務執行社員及び監
査補助者が不正リスクの評価・対応、会計上の
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見積りの監査等について、現行の監査の基準が
求める手続の水準の理解不足や、業務執行社員
が監査補助者を過度に信頼していることから、
監査補助者が適切に業務を実施していると思い
込み、監査調書の深度ある査閲を実施しなかっ
たといった個別監査業務の不備の共通原因によ
るものであった。また、個別監査業務の不備の
共通原因は、最高経営責任者及び品質管理担当
責任者が、品質管理レビューや日常的監視活動
での指摘事項に関し、同様の不備の発生防止の
ための根本原因分析を実施しておらず、改善措
置の実施に対する意識が不足していることや、
現行の監査の基準が求める手続の水準に対する
理解が監査補助者に不足していることを認識し
ていないことといった品質管理態勢の不備の共
通原因によるものであった。
このような状況を踏まえ、更に根本原因を追
究した結果、最高経営責任者及び品質管理担当
責任者は、過去の品質管理レビュー等において、
重大な指摘を受けていないことをもって、監査
品質に問題はないとの思い込みから監査品質の
維持・向上に向けた意識が希薄していたこと、
品質管理態勢を形式的に構築しさえすれば監査
品質の改善は自ずと図られると思い込んでいた
ことから、監査品質の改善に向けてのリーダー

シップを発揮していないという業務管理態勢の
根本原因が認められた。

Ⅱ．品質管理態勢編
審査会検査では、品質管理態勢の維持・向上
のため、監査事務所が整備した業務の執行の適
正を確保するための措置が、監査事務所の規模
や特性に応じたものになっているかについて検
証している。
監査事務所の品質管理のシステムは、大手監
査法人から中小規模監査事務所まで、様々な形
での対応がみられるため、検出された不備も各
監査事務所の規模や特性を反映したものが多く
認められている。
また、品質管理態勢には、個別監査業務の過
程に関するものと、個別監査業務の過程以外に
関するものがある。個別監査業務の過程に関す
るものとしては、契約リスクの評価、業務執行
社員による監督や監査調書の査閲、専門的な見
解の問合せ、審査などがある。個別監査業務の
過程以外に関するものとしては、職業倫理及び
独立性、人材の採用、教育・訓練などがある（図
表２参照）。
品質管理態勢の不備及び評価できる取組事例
には次のようなものがある。

【図表２】品質管理態勢と個別監査業務の関係（参考イメージ）

職業倫理及び独立性
人材の採用、教育・訓練、評価及び選任

ITセキュリティ

監査報告書
発行

監査調書の
整理・管理・
保存

品質管理に関する規程の整備及び運用
品質管理のシステムの監視（定期的な検証を含む）

品質管理レビューなど外部の検査等の指摘事項に対する改善

契約締結 計画立案 手続実施 意見形成

契約の新規の
締結及び更新 審査監査補助者に対する指示・監督、

監査調書の査閲、専門的な見解の問合せ

個別監査業務の流れ
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〈大手監査法人における事例〉
▶　当監査法人は、一部の被監査会社に対し、
当該被監査会社の監査に従事する職員のうち、
公認会計士として登録されていない者を公認
会計士とする虚偽の記載がされた監査契約書、
監査計画説明書及び監査結果説明書を提出し
ている。
また、当監査法人は、一部の被監査会社に
対し、有価証券報告書の「監査業務に係る補
助者の構成」欄に記載すべき公認会計士の人
数について、誤った情報を伝達している。そ
の結果、当該被監査会社は、有価証券報告書
において公認会計士の人数を過大に開示して
いる。

〈準大手監査法人及び中小規模監査事務所にお
ける事例〉
▶　当監査事務所は、一部の被監査会社に対し、
当該被監査会社に係る監査に従事する職員で
あって、公認会計士として登録されていない
者の資格を公認会計士とする虚偽の記載がさ
れた監査計画説明書を提出している。また、
当監査事務所は、公認会計士としての登録が
未了であった者に対し、公認会計士である旨
の記載がされた名刺を発行している。
▶　当監査事務所は、関係会社等が受嘱した非
監査業務（財務デュー・デリジェンス業務等）を
関係会社等からの委託により実施している。
しかしながら、当監査事務所は、関係会社
等による非監査業務の受嘱について、独立性
の保持のための方針及び手続を定めていない。
また、当監査事務所による非監査業務の受嘱
についても、ア）同時提供禁止業務等への該
当性（非監査業務の委嘱者と被監査会社との資本
関係の有無、非監査業務の内容等）の検討、イ）
非監査業務の提供に当たり適用すべきセーフ
ガードの検討、ウ）監査責任者及び品質管理
担当責任者による承認等に関する具体的な手

続を定めていない。
▶　監査チームは、被監査会社が有価証券報告
書をEDINETに提出する時点において、専
門的な見解の問合せに係る担当部署からの回
答及び監査業務の審査が完了しておらず、監
査法人として監査意見を正式に表明できる状
況にないことを被監査会社に伝達していない。
このため、監査チームは、審査等が未了であ
り、監査意見表明前であるにもかかわらず、
被監査会社において、監査意見が既に表明さ
れているかのような外観を呈した有価証券報
告書をEDINETに提出する事態を引き起こ
している。

〈評価できる取組〉
▶　監査実施者に占める非常勤職員の割合が高
いことを課題として認識し、その改善策とし
て、常勤職員の採用強化、非常勤職員の常勤
化を進めているほか、従事日数が少ない非常
勤職員との契約更新は慎重に検討している。
▶　新型コロナウイルス感染症の拡大や国際情
勢の変化に伴う監査上の論点に対する監査
チームの適切な検討をサポートするため、品
質管理部門が、日本公認会計士協会から公表
される監査上の留意事項等の内容を踏まえて
監査上の論点を取りまとめた標準調書様式を
作成し、当該様式による監査調書作成を必須
としている。

全ての監査事務所において、品質管理のシス
テムの本来の目的である監査業務の品質の合理
的な確保という観点を十分に認識した上で、品
質管理のシステムが個別監査業務に対して有効
に機能するよう、当該システムを効果的かつ効
率的に整備・運用することが求められる。各監
査事務所の最高経営責任者や品質管理担当責任
者は、自らの監査事務所の規模や特性に応じ適
切な品質管理のシステムの態勢を構築し、また、
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必要に応じて見直すなど、適切に維持していく
必要がある。

Ⅲ．個別監査業務編
審査会検査における個別監査業務の不備事例

は、監査計画の策定から監査意見の形成に至る
まで、広範な領域にわたってみられる。ここで
は、不正リスクへの対応やグループ監査につい
ての事例を取り上げるほか、監査上の主要な検
討事項（KAM）についての事例を取り上げる。
なお、本事例集では、これまで数多く指摘さ
れている項目の事例をより強調して注意を促す
観点から、個別監査業務において検出される不
備に関し、数多く指摘されている項目に係る根
拠規定及び留意点を整理している（図表３参
照）。
１．財務諸表監査における不正

財務諸表監査における不正リスクへの対応に
係る不備としては、次の事例のように、収益認
識における不正リスクへの対応手続が十分では
ない事例や、内部統制の無効化に関係したリス
クに対する監査手続が形式的な内容にとどまっ
ている事例などがみられている。
▶　被監査会社は、医療機関に対する出資・貸
付けや債務保証等の資金支援業務に加え、支
援先に対する経営・管理・運営の指導業務等
の役務提供を行っている。
監査チームは、被監査会社が資金支援業務
を背景に支援先に影響力を行使し、不当に過
大な報酬を受領する可能性を収益認識に係る
不正リスクとして識別している。また、監査
チームは、業務委託契約の報酬金額の合理性
を検証する観点から、経営者が適正とする報
酬金額を合理的な報酬金額と設定の上、当該
金額と実際の報酬金額とを比較する手続を実
施している。
しかしながら、監査チームは、不当に過大

な報酬を受領する可能性を不正リスクとして
識別していながら、経営者とのディスカッ
ションを踏まえた理解のみに基づき、経営者
が適正とする報酬金額を合理的な報酬金額と
して設定しており、報酬金額の合理性の検証
において、不正リスクを識別していない場合
に比べ、より適合性が高く、より証明力が強
い監査証拠を入手していない。【準大手監査
法人及び中小規模監査事務所】

▶　監査チームは、経営者による内部統制の無
効化リスクへの対応手続としての仕訳テスト
を実施した際、業務システム上のデータを基
にバッチ処理により自動的に生成される自動
仕訳については、不正な仕訳が生成される余
地が少ないとして、仕訳テストの対象から除
外している。
しかしながら、監査チームは、当該仕訳テ
ストの対象から自動仕訳を除外する際、業務
システムへの不正データの入力、業務システ
ムの特権IDを利用したデータの直接修正等
により、不正な自動仕訳が生成される可能性
について、十分に検討していない。【準大手
監査法人及び中小規模監査事務所】

▶　監査チームは、被監査会社（３月決算）の５
件の売上債権が、各債権の支払期日を超えて
滞留し、回収条件及び回収方法の変更が検討
されていることから、当該売上債権に係る各
取引が通例でない取引であると判断してい
た。
また、監査チームは、当事業年度の第１四
半期レビュー及び第２四半期レビューの実施
時に、被監査会社から上記売上債権の回収可
能性に関する説明を受けた。その後、被監査
会社は、第２四半期レビュー実施時の説明に
反して、「上記売上債権の全てについて、当
事業年度の11月及び12月に、各得意先名義
で被監査会社名義の銀行口座への入金が行わ
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れ、回収された」との説明を行った。このた
め、監査チームは、当該口座への入金の事実
を確かめている。
しかしながら、監査チームは、売上計上後
における上記売上債権の回収条件及び回収方
法の変更の検討が繰り返されている状況を通
例でないと判断しているにもかかわらず、取
引発生時の支払条件・支払方法からの変更が
検討されている理由を把握していないなど、
当該状況が不正な財務報告を行うために行わ
れた可能性を示唆するものであるかどうかを
評価していない。【大手監査法人】

監査人は、監査実施の過程において、不正に
よる重要な虚偽表示を示唆する状況を識別した
場合には、不正による重要な虚偽表示の疑義が
存在していないかを判断するために、経営者に
質問し説明を求めるとともに、追加的な監査手
続を実施し、十分かつ適切な監査証拠を入手す
る必要がある。
また、不正による重要な虚偽表示の疑義があ
る場合には、リスク評価及び立案したリスク対
応手続を修正し、想定される不正の態様等に直
接対応した監査手続を実施しなければならない
ことに留意が必要である。
２．グループ監査

グループ監査に係る不備としては、重要な構
成単位を識別する際に、個別の財務的重要性を
限定的な財務指標のみで判定している事例や構
成単位の監査人とのコミュニケーションが不十
分な事例、連結仕訳について検討していない事
例などがみられている。
なお、上場会社の重要な海外子会社に対する
グループ監査に関しては、大手監査法人におい
て、監査チームを支援するための組織的な対応
がとられている状況がみられる一方、中小規模
監査事務所においては、監査チームを支援する

対応が十分にできていない状況がみられる。
▶　監査チームは、重要な構成単位としている
海外子会社について、工事進行基準の見積計
算における「実行予算の過少計上」のリスク
を、グループ財務諸表に係る特別な検討を必
要とするリスクとして識別している。
しかしながら、監査チームは、グループ財
務諸表に係る特別な検討を必要とするリスク
として識別した、工事進行基準の見積計算に
おける「実行予算の過少計上」のリスクにつ
いて、構成単位の監査人と討議していない。
【準大手監査法人及び中小規模監査事務所】
▶　被監査会社は、連結子会社であるＡ社の新
規上場時の公募増資に際し、Ａ社の非支配株
主から払込みを受けたことにより、被監査会
社のＡ社に対する持分比率が低下している。
被監査会社は、当該持分比率の減少に関し、
連結財務諸表上、払込金額の全額について、
被支配株主持分の増加として会計処理してい
る。
しかしながら、監査チームは、被監査会社
が実施した、連結子会社の時価発行増資等に
伴う親会社持分の減少に関する誤った会計処
理を看過しており、被監査会社による会計処
理について適切な検証を実施していない。【準
大手監査法人及び中小規模監査事務所】

グループ監査チームは、グループ財務諸表に
係る適切な監査報告書を発行する責任が意見表
明を行う監査人にあることを常に念頭に置いて、
構成単位の財務情報に対して実施する監査手続
等の範囲及び時期並びに発見事項について、構
成単位の監査人と十分なコミュニケーションを
行うことが求められる。
特に、海外に重要な構成単位が存在する場合
には、グループ監査チームは、海外の重要な拠
点の状況を把握し構成単位の監査人と十分なコ
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ミュニケーションを行った上で、存在するリス
クを適切に識別することが求められる。
  ３．監査上の主要な検討事項（KAM）

��KAMに関する不備としては、KAMに関連す
る財務諸表における注記事項への参照が不適切
である事例や、KAMに記載した監査上の対応
のうち、一部の実証手続や内部統制の整備・運
用状況の評価手続を実施していない事例のほか、
被監査会社の複数の子会社において、固定資産
の減損など同様の事項をKAMの対象とした際
に、全ての構成単位の監査人がKAMに記載し
た監査上の対応を実施しているかを確認してい
ない事例などがみられた。
��▶　監査チームは、連結財務諸表監査における
KAMの検討において、被監査会社の個別財
務諸表における繰延税金資産の回収可能性を
対象とすると決定した。
��しかしながら、監査チームは、連結財務諸
表上の税効果会計に関する注記を参照させた
上で、連結財務諸表上の繰延税金資産の金額
を記載しており、当該KAMの対象とした繰
延税金資産の範囲を明示することなく、繰延
税金資産全般の回収可能性に係る検討が
KAMの対象となっているかのような記載を
行っており、連結財務諸表上のKAMの内容
及び決定理由に係る記載の適切性について十
分に検討していない。【準大手監査法人及び
中小規模監査事務所】
��▶　監査チームは、被監査会社の連結財務諸表
に係る監査報告書に、固定資産の減損を
KAMとしたことのほか、取締役会等の会社
資料の閲覧によるグルーピングの方法の検討、
減損の兆候を把握するための不動産鑑定評価
書等の根拠資料の閲覧及び減損の兆候が生じ
ている事業について事業計画の閲覧等の監査
手続を実施した旨を記載している。
��しかしながら、監査チームは、実際には、

不動産鑑定評価書等の根拠資料の閲覧を実施
していないにもかかわらず、当該閲覧を実施
した旨を記載している。【準大手監査法人及
び中小規模監査事務所】

��KAMの報告の目的は、実施された監査に関
する透明性を高めることにより、監査報告書の
情報手段としての価値を向上させることにある。
また、監査人が職業的専門家として特に重要で
あると判断した事項を理解するのに役立つ追加
的な情報が提供され、監査の透明性を高めるこ
とができる。そのため、監査人には、KAMの
報告の目的を十分に理解した上で、KAMのボ
イラープレート化・形骸化に繋がらないよう適
切な対応が求められる。
��監査チームは、KAMを決定する際には、被
監査会社の経営者及び監査役等との積極的なコ
ミュニケーションを行うことが求められる。ま
た、監査報告書に記載される「KAMの内容及
び決定理由」には、KAMの対象となっている
領域や金額を特定することにより、企業の特定
の状況に直接関連付けた記載とすることに留意
が必要である。

  おわりに

��審査会としては、各監査事務所が本事例集の
内容を参考として自主的に監査品質の改善に向
けた取組を行うことを期待している。
��また、被監査会社におかれては、資本市場に
対して適正な財務情報を提供する責任があるこ
とを再認識していただくとともに、監査報告書
にKAMの記載が求められていることも踏まえ、
適切かつ実効的な会計監査が行われるよう、会
計監査人とのコミュニケーションをこれまで以
上に積極的に行っていただければと考えてい
る。
��なお、審査会が実施した検査の結果について
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は、監査事務所に対して書面を交付して通知し
ており、また、監査事務所はその内容等を被監
査会社の監査役等に伝達することが求められて
いることから、こうした審査会の検査結果も有

効に活用していただき、監査事務所とコミュニ
ケーションを深めていただければ幸いである
（本事例集の「Ⅳ．その他　検査結果の通知」を参

照）。

【図表３】監査業務の実施において多数指摘されている項目に係る根拠規定及び関連する留意点

項目
指摘の根拠となる
ことが多い規定

関連する留意点

１．財務諸表監査
における不正

監査基準報告書
240第25・29・
31項

　特にリスクが高いと判断した部分に安易に不正リスクを限定して
いないか。

　想定した不正リスクに適合する監査手続を立案・実施している
か。

　重要な取引の事業上の合理性を検討する際、関連する一連の取引
の全体像を評価し検討しているか。

２．リスク評価及
び評価したリス
クへの対応

監査基準報告書
330第５・17項

　評価したアサーション・レベルの重要な虚偽表示リスクに応じて、
実施するリスク対応手続の種類、時期及び範囲を立案しているか。
　評価した重要な虚偽表示リスクの程度にかかわらず、重要な取引
種類、勘定残高、注記事項について、実証手続を立案し実施して
いるか。

３．監査証拠 監査基準報告書
500第 ７・ ８・
９ 項、 同520第
４ 項、 同530第
６・ ７ 項、 同
550第12・13項、
同570第15項

　経営者の利用する専門家の適性、能力及び客観性を評価するとと
もに、当該専門家の業務の適切性を検討しているか。

　被監査会社が作成した資料の信頼性を検討しているか。
　分析的実証手続の実施に際し、データの信頼性、推定値の精度、
監査上許容できる差異の金額を超える差異の内容を検討している
か。

　監査サンプリングの実施に際し、サンプルの抽出方法やサンプル
数の妥当性を検討しているか。

　特定項目抽出による試査を実施した場合に、母集団の残余部に関
し、十分かつ適切な監査証拠を入手しているか。

　関連当事者との関係及び関連当事者との取引を網羅的に識別して
いるか。

４．会計上の見積
りの監査

監査基準報告書
540第 ８・12・
14項
同500第８項

　前年度の会計上の見積りの検討を実施しているか。
　棚卸資産の評価ルールや固定資産の減損に係るグルーピングなど、
被監査会社が設定したルールの妥当性を検討しているか。
　会計上の見積りに際し、被監査会社が作成した資料の信頼性を検
討しているか。

　事業計画の達成可能性など、被監査会社の主張について、具体的
な裏付けに基づいた検討を行っているか。

５．グループ監査 監査基準報告書
600第 ８・30・
31・41項

　個別の財務的重要性を判定する際に使用する財務指標について、
グループの性質及び状況に応じて、複数の指標を考慮しているか。

　構成単位の監査人が実施する作業に適切に関与しているか。
　連結仕訳について、適切性、網羅性を及び正確性を評価している
か。

　構成単位の監査人が実施した作業の妥当性を評価しているか。
６．専門家の業務
の利用

監査基準報告書
620第８項

　専門家の適性、能力及び客観性を評価しているか。
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７．財務報告に係
る内部統制の監
査

監査基準報告書
265第６項
財務報告内部統
制監査基準報告
書第１号第44・
100・112項

　被監査会社の置かれた環境や事業の特性等を踏まえて、経営者に
よる内部統制の評価範囲の妥当性を検討しているか。

　財務諸表監査におけるリスク評価と、経営者による内部統制の評
価範囲の整合性を検討しているか。

　財務諸表監査の過程で虚偽表示を発見した場合、内部統制監査へ
及ぼす影響を検討しているか。

８．監査上の主要
な検討事項� �
（KAM）

監査基準報告書
701第12項

　KAMの内容及びKAMに決定した理由に係る記載の適切性を検討
しているか。

　KAMに対する監査上の対応として実施した監査手続の内容を適
切に記載しているか。


